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2025年度 決算報告 

説明内容 

 

開催日時：2026年 5月 13日 

出席者 ： 

代表取締役社長 CEO   豊嶋 哲也 

取締役常務執行役員 CFO 松浦 一慶 

取締役常務執行役員 CTO 小西 裕一郎 

 

【説明会資料】 

【決算説明会 説明資料】 

 

（説明 豊嶋） 

<資料 P2> 総括 2025年度業績 

ROEは 9.9%、売上高は 4,120億円、営業利益は 364億円、経常利益は 400億円、当期純利益は 362億円となり

ました。 

増減の主な要因を 2024 年度と比較すると、売上高は、エラストマー素材において主原料価格下落による販売

価格低下の影響を受けましたが、営業利益においては、光学フィルム、電池材料の出荷増による稼働率向上お

よび固定費削減が貢献し営業利益を押し上げました。 

 

<資料 P3> 総括 2025年度株主還元 

配当は皆様とお約束した DOE4%以上の方針に基づき、2025年度の期末配当を 4 円増配し、年間 76円の予想と

させていただきます。 

自己株式の取得は、予定通り 100億円を実施いたしました。 

 

<資料 P4> 総括 2025年度成長投資の進捗 

今後の中長期的な企業価値向上を図るべく、成長ドライバ、次期成長ドライバ製品の成長投資を進めてまいり

ます。 

本日は、大型投資である COP新プラントの状況と、直近で意思決定した投資を 2件ご説明いたします。 

（資料：左上）まず、COP 新プラントについては、2026 年 2 月に竣工式を行い、その後の工事は遅れなく進捗

しています。 

（資料：左下）つづいて、当社は COP等の原料を抽出した残 C5留分から高純度のジシクロペンタジエン（DCPD）

を再抽出する設備の投資を決定しました。 

ジシクロペンタジエンは COPや COP製の光学フィルム、RIM配合液など、高収益製品の主原料です。 

これまでの技術・設備では、C5 留分に含まれるジシクロペンタジエンのすべてを抽出することができません

でした。しかし、工場での検討や研究開発を重ねた結果、一度抽出を終えた C5 留分に残っているジシクロペ

ンタジエンを、再度抽出できる技術を確立しました。 

この投資により、イソプレン、ピペリレンなど汎用品向けの主原料を増やすことなく、高収益製品の主原料で

あるジシクロペンタジエンの抽出量のみを増やすことができ、さらに CO2排出量削減にも寄与します。 

これにより、ジシクロペンタジエンの生産能力は現行比最大 2割程度の増強となる見込です。 

2028年 9月の完工を目指して、工事を進めてまいります。 

 

(資料：右上)つづいて、当社は単層カーボンナノチューブの増設を決定しました。生産能力は現行比数十倍の

増強となります。 

https://www.zeon.co.jp/ir/financial/bs/pdf/260513.pdf
https://www.zeon.co.jp/ir/financial/bs/pdf/260513.pdf
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主にリチウムイオン電池向けを想定しており、足元で高い市場成長を見せる AI サーバーBBU や ESS 向けなど

にも展開していきます。 

こちらの投資は経済産業省より認定を受けており、助成金をいただく予定です。 

稼働開始見込は、2028年中となります。 

単層カーボンナノチューブは、中期経営計画において次期成長ドライバに位置付けており、今後のエネルギー

問題を解決していく重要な材料の一つになります。 

なお、2026 年度までに新規投資として 1,500 億円を投じる計画としておりましたが、現段階では計画額を消

化する見込みです。 

 

<資料 P5> 総括 2026年度通期業績予想 

本日公開させていただいた 2026 年度通期の業績予想は、売上高は 4,050億円、営業利益は 380 億円、経常利

益は 370億円、当期純利益は 360億円です。 

当社の業績予想は、ホルムズ海峡封鎖による影響を含まないベースケースです。諸元は資料に記載したとおり

です。 

 

2026年度 Q1の操業に関しては、合成ゴムは原料調達見合いの操業が続くものの、概ね定常操業可能と見込ん

でおります。 

他方で、ホルムズ海峡封鎖に伴う影響は皆様ご懸念されているところと認識しておりますので、想定される不

確実性と当社の対応についてご説明いたします。 

 

調達については、原料価格およびユーティリティコストの高止まり、生産については、原料調達量見合いの操

業による固定費悪化、出荷については、お客様の買い控えまたは稼働減が想定されます。 

これらの影響を吸収するため、当社は各種対応を進めております。 

 

まず、固定費悪化を含むコスト増分についてはサーチャージ方式で市場へ転嫁すべく交渉を進めており、表右

列にあるように、すでに多くの製品で価格改定をプレスリリースしました。四半期単位で業績への影響は起こ

り得るものと考えますが、年単位で影響を吸収していきます。 

また、お客様とのコミュニケーション強化により、製品在庫は可能な限り削減していきます。 

不透明な状況ではありますが、2026年度営業利益 380億円の達成に向けて取り組んでまいります。 

 

（説明 松浦） 

<資料 P7> 2025年度 事業環境（為替・主原料推移） 

主原料について特筆すべきは、2025年度 Q4にブタジエンがホルムズ海峡封鎖の影響で急騰した点が挙げられ

ます。 

 

<資料 P8> 2025年度業績サマリー（全体） 

2025年度 Q4の切り出しでは、YoYで 30 億円減収しましたが、36 億円の増益、QoQ では 10 億円減収しました

が、5億円の増益という結果になりました。 

前年度比については、後ほどご説明いたします。 

 

<資料 P9> 2025年度セグメント別業績（対四半期比較） 

こちらについても、P/Lで詳細をご説明いたしますので、本ページの説明は割愛させていただきます。 
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<資料 P10> 2025年度セグメント別業績（対年度比較） 

補足資料として、ウォーターフォールチャートでお示しした参考資料を資料後半にお付けしています。 

こちらでは、増減幅の大きな部分についてご説明いたします。 

 

売上高のエラストマー素材▲129億円については、原料価格の下落分がフォーミュラで販売価格に反映された

影響が大半を占めています。 

エラストマー素材▲129 億円の内訳は、主力の合成ゴムで約▲40 億円、ラテックス約▲30 億円、化成品約▲

50億円の比率となっています。 

営業利益は、高機能材料が大きく増えています。＋49 億増の内訳は、主に COP と光学フィルムを合わせた高

機能樹脂が YoYで上方に着地した結果です。 

詳細は後ほどご説明いたします。 

 

<資料 P11> 2025年度セグメント別業績（対業績予想比較） 

2026年 1月 30日開示の業績予想に対して、売上高が 45億円上振れ、営業利益は 54億円上振れました。 

光学フィルムを中心とした出荷増による稼働率向上、また、これまでの固定費削減等の取り組み効果も寄与し

た高機能材料、エラストマー素材ともに上方に着地しました。 

次のページで、ウォーターフォールチャートを使って、2026年 1月 30日の業績予想と実績の着地点の差の分

析についてご説明いたします。 

 

<資料 P12> 2025年度 セグメント別業績（営業利益対業績予想比較） 

左端が 2026 年 1 月 30 日開示の営業利益予想 310 億円、それに対して、実績は 364 億円となり、54 億円の差

が出ています。 

エラストマー素材は、合成ゴムの出荷増と価格改定で 13 億円上振れ、合成ゴム・ラテックスの固定費削減で

14億円の上振れとなり、エラストマー素材で約 27億円営業利益が改善しています。 

売上高だけ切り出すと、合成ゴムが 27億円増えています。 

 

高機能材料については、出荷増による稼働率向上が 13億円、固定費削減が 5億円です。 

COP・光学フィルムだけでなく、総じて出荷量が業績予想に比べて増えた状況です。 

 

合成ゴムの出荷増は、旧正月を経てお客様とのご契約が成立し、2026 年 3 月にまとまった出荷があったこと

が大きな上振れ要因になっています。この出荷については、業績予想に織り込んでおりませんでした。 

併せて、アジアブタジエン価格が 2026 年 3 月に急騰し、リアルタイムフォーミュラの反映で販売価格が上が

ったことも押し上げ要因になっています。 

 

<資料 P14> 高機能材料 P/L 

四半期での切り出しになりますが、2025年度 Q4の売上高は、高機能材料全体で 304億円となりました。 

高機能樹脂（COP、光学フィルム）が 190 億円、高機能バインダー材料（電池材料、トナー）は電池材料が伸

び、売上高は QoQで上方着地しました。高機能ケミカルは一時的に香料の出荷が増えたことで 44億円となり、

QoQで 7億円増えていますが、一過性の成長と見ております。 

営業利益は 59億円という結果となりました。 

 

<資料 P15> 高機能材料 セグメント別概況 

セグメント別概況を高機能樹脂からご説明します。 

資料に記載のとおり、COP・光学フィルムとも出荷は堅調に推移しています。 
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海外関連会社の中国春節前調整が入りましたが、こちらは中国の当社子会社が在庫している部分の影響で、い

わゆる「期ずれ」です。海外子会社との決算が 1四半期ずれている影響によって減収となっていますが、後々

解消していくものです。 

また、2024年度 Q3、Q4で生産不具合による損失が出たことをご説明しましたが、2025年度は発生しなかった

ため、YoY営業利益は大きく増加しました。 

 

高機能バインダー材料については、トナーで一時的に調整が入りましたが、電池材料の ESS向けが好調に推移

し、工場稼働率が大きく向上しました。その結果、営業利益は大きく増益となりました。 

 

高機能ケミカルについては、半導体向けエッチングガスの出荷が増えたため、営業利益は大きく増えました。

全体での粒度は小さいですが、成長率は非常に高いものでした。 

 

<資料 P16> 高機能樹脂事業：COPの状況 

こちらは日本ゼオン発の出荷トレンドをお示ししていますので、物の流れのトレンドとしてご覧いただければ

と思います。 

光学用途については、YoY累計をご覧いただくとお分かりのように、一年を通じて、スマホレンズ向けの市況

が低調でしたが、QoQでは需要に変化は無かったと分析しています。 

一方で、医療その他向け、半導体向けは堅調に推移しています。 

 

<資料 P17> 高機能樹脂事業：光学フィルムの状況 

中小型向けについては、タブレット向け、スマホ向けともに需要は堅調で、QoQ で変化はありませんでした。 

一年通じて見ても、前年並みの推移をしています。 

一方で、大型向けは年間を通じて数量は増え、堅調に推移してきた、というのが 2025年度の状況です。 

 

<資料 P18> 高機能バインダー材料事業：電池材料の状況 

EV向けは、YoY、YoY年間累計ともにマイナスです。 

一方で、ESS・民生他向けは、年間累計で大きく出荷量を伸ばしました。 

春節の影響は一部ありましたが、例年と違う点として、2025 年度 Q4 に関しては、ESS 向け出荷は予想より落

ちず、モバイル向けも堅調に推移しました。 

2025 年度の状況は、期を追うごとに ESS・民生他向けの出荷量が増加し、EV 向け出荷量を逆転した年度にな

りました。 

 

<資料 P19> 高機能ケミカル事業：化学品・電子材料の状況 

半導体・医療向けは、半導体向けエッチングガスの出荷が伸びています。 

香料向けは、YoYと QoQは伸びている一方で、年間で見ると出荷は減少しています。香料市場は需給緩和の状

況が長期化し、価格を含めて市況は低迷しており、この状況はしばらく続くだろうと見ております。 

 

<資料 P21> エラストマー素材 P/L 

出荷量については、全体を通して 2025年度 Q3、Q4で大きな差はありませんでした。 

化成品は 2025年度 Q4の出荷量が増えていますが、売上高は 2025年度 Q3並みです。 

化成品の売上高が増えているのは出荷量見合いの売上高増で、全体の営業利益は 22億円でした。 

 

<資料 P22> エラストマー素材事業セグメント別概況 

合成ゴムについては、原料価格に伴ってフォーミュラで一部販売価格が落ちたものの、特殊ゴムの出荷が堅調
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に推移し、円安の影響も受けて売上高は QoQ、YoYもほぼ横ばいとなりました。 

 

ラテックスについては、徳山工場で製造する手袋向けに関し、前倒しでの停止も検討すると前回の決算発表で

ご説明しておりました。当初は 2026年 6月前後の停止を予定しておりましたが、実際は 2026年 3月末に停止

しました。 

この停止の効果として、2026年度のメンテナンス用に確保していた費用を削減することができ、固定費約 5億

円分が良化しました。 

 

化成品については、粘着テープ・ラベル向けの需要低調で減収になりましたが、原料価格の下落により一部増

益となりました。 

 

<資料 P24> B/S概要（2026年 3月末時点） 

総資産は 145億円増え、5,482億円になりました。 

 

<資料 P25> C/F概要 

営業キャッシュフローが大幅に増加している状況です。 

 

<資料 P27> 2026年度 株主還元予想 

当社の還元方針として、配当 DOE4％以上を投資家の皆様とお約束しております。 

自己株式取得につきましても、2024年度、2025年度は、当初開示のとおり完了いたしました。 

2026 年度も 100 億円を予定しておりますが、実施時期は、ホルムズ海峡封鎖の影響も精査しながら決めさせ

ていただきたいと考えております。 

配当につきましては、2026年度は、2025年度から年間 3円増配し、79円を現在予想しております。 

 

  以上  


